指定の流れ

	訪問介護・（介護予防）訪問入浴介護・（介護予防）訪問看護・（介護予防）訪問リハビリテーション・（介護予防）居宅療養管理指導・通所介護・（介護予防）通所リハビリテーション・（介護予防）短期入所生活介護・（介護予防）短期入所療養介護・（介護予防）特定施設入居者生活介護・（介護予防）福祉用具貸与・特定（介護予防）福祉用具販売


　事業を行おうとするときには、あらかじめ行おうとする事業の「事業・指定の概要」で指定の基準等の確認をお願いします。

	
	ポイント

	1　準備
	・　事業を行うためには、法人である必要があります（病院、診療所、薬局が行う場合等は除きます。）。

・　法人の定款に、当該事業を実施することが記載されている必要があります。なお、事業の追加など定款変更が必要で、かつ、所轄庁の認可を要する場合は、当該所轄庁と早期に定款変更についての協議を進めてください。
・　事業所名称については、不要なトラブルを避けるため、既に他法人で、同名又は酷似した名称で指定を受け使用されているものがないか、「介護サービス情報公表システム」等で確認してください。

	2　事前相談
	・　指定申請を行う前（施設の新築、改修の前等）に、あらかじめ県の担当者に相談をしてください。また、入所系、通所系のサービスについては、建物が建築基準法及び消防法に適合していることを確認してください。

・　事業開始予定日の少なくとも１か月前までに指定申請書の提出ができるよう早目の準備をお願いします。

・　介護職員処遇改善加算については、算定を受けようとする月の前々月の末日までに介護職員処遇改善加算届出書等の提出が必要ですので、御注意ください。

※　県の担当（各班にサービスごとの担当者がいます。）

賀茂・東部地区・・・福祉指導課介護指導第1班　054-221-2409,3282,3243
　　　中部・西部地区・・・福祉指導課介護指導第2班　054-221-3256,2529,2531
　　（静岡市、浜松市を除く）

	3　指定申請
	・　該当するサービスの「指定申請書添付書類チェックリスト」を確認の上、指定申請書類を作成、準備してください（書類がすべてそろっていないと受付できません。）。

・　必要な書類がすべてそろったら、県の担当者に提出してください。

　　※　申請は原則として電子申請届出システムで受け付けますが、

→　https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/

当分の間は紙媒体での提出（持参又は郵送）でも受け付けます。
※　手数料が必要です。なお、手数料については電子申請届出システムで受け付けることが出来ないため、県証紙を購入し、所定の様式に貼った上で持参又は郵送してください。
＜居宅サービス：1サービスにつき20,000円、介護予防サービス：1サービスにつき15,000円、共生型サービス：１サービスにつき10,000円、共生型介護予防サービス：１サービスにつき7,000円＞

	4　審査
	・　県では、指定基準に対する適否(欠格要件該当者、人員の過不足、設備・施設の状況、運営規程の内容等)を確認します。必要に応じ書類の訂正、差換えをお願いします。
・　現地調査

　通所系・短期入所系・特定施設入居者生活介護の各事業所については、県の担当者が現地調査を行います。

	5　指定
	・　審査の結果、問題がなければ、指定され、指定審査結果通知書が送付されます。

・　指定日は、原則として毎月1日又は15日になります。


